
 

人権尊重都市たかまつ市民会議学校、家庭・地域連携  

人権学習支援補助事業実施要綱  

 

（目的）  

第１条 この要綱は、人権尊重都市たかまつ市民会議学校、家庭・地域連携

人権学習支援補助金（以下「補助金」という。）の交付に関し必要な事項を

定め、所・園・学校が実施する人権学習等において、家庭・地域との連携

を図る取組を支援し、幼児児童生徒の人権学習等の効果を高めるとともに、

市民の人権に対する理解と認識を深め、人権を尊重する市民意識の涵養及

び普及を図ることを目的とする。  

（補助対象者）  

第２条 補助金の交付対象者は、高松市内保育所（園）、こども園、幼稚園、

小学校、中学校、高等学校、特別支援学校（以下「学校等」という。）とす

る。  

 （補助対象事業）  

第３条 補助金の交付対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、次の

各号のいずれかに該当するものとする。  

（１）保護者・地域人材の活用及び保護者参加型授業等実施事業  

（２）家庭・地域と連携した人権集会等実施事業 

（３）保護者や地域住民を対象とした、学校等の人権学習や人権に関する

意識等についての調査等実施事業 

（４）人権教育の取組の様子や成果を、学校便り等を通して保護者・地域

住民に伝える広報事業  

（５）人権に関する視察研修（以下「視察研修」という。）実施事業  

（６）前５号に掲げるもののほか、市民会議会長（以下「会長」という。）

が補助金を交付することが適当であると認める事業  

（補助対象経費）  

第４条 補助対象となる経費は、補助事業の実施に要する経費のうち、次の

各号のいずれかに該当するものとする。  

(１) 人権学習等の開催、意識調査等の実施及び広報活動等に要する報償

費、旅費、印刷費、消耗品費、通信・運搬費、使用料及び賃借料 

(２) 視察研修の実施に要する報償費及び旅費 

(３) 前２号に掲げるもののほか、会長が補助金を交付することが適当で

あると認める経費 

（補助金の額等）  

第５条 補助金の額は、前条に規定する経費相当額とする。ただし、その上

限額は５万円とし、かつ、予算の範囲内で決定するものとする。  



 

（交付の申請）  

第６条 補助金の交付を受けようとする学校等は、補助事業を実施する１月  

前までに交付申請書（様式第１号）に関係書類を添え、会長に提出しなけ

ればならない。  

（交付の決定等）  

第７条 会長は、前条に規定する申請書の提出を受けたときは、その内容を

審査し、補助金を交付すべきものと認めたときは、速やかに交付を決定し、

交付決定通知書（様式第２号）により、学校等に通知するとともに、決定

した補助金を交付するものとする。  

（実績報告）  

第８条 補助金を交付された学校等は、補助事業終了後速やかに、実績報告

書（様式第３号）に関係書類を添え、会長に提出しなければならない。  

（決定の取消し及び補助金の返還）  

第９条 会長は、第６条の規定により申請した者が次の各号のいずれかに該

当するときは、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができ

る。  

(１) 偽りその他不正の手段により補助金等の交付を受けたとき。 

(２) 補助金を他の用途に使用したとき。 

(３) この要綱に違反したとき。 

(４) 前３号に定めるものを除くほか、会長の指示に従わなかったとき。 

２ 会長は、前項の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合におい

て、その取消しに係る部分に関し、既に補助金を交付しているときは、期

限を定めてその返還を命ずるものとする。  

（検査等）  

第１０条 会長は、必要があると認めるときは、当該職員に書類等の検査を

させ、又は補助事業の執行状況について実地検査をさせることができる。  

２ 申請者は、市民会議監事から要求があるときは、いつでも監査を受けな

ければならない。  

（委任）  

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項については、会長が別

に定める。  

 

   附 則  

 この要綱は、２０１７年５月２６日から施行する。   



 

様式第１号（第６条関係）  

年  月  日  

 （宛先）人権尊重都市たかまつ市民会議会長 

 

                  所 在 地             

                  名   称             

                  代表者氏名           ○印  

 

学校、家庭・地域連携人権学習支援補助金交付申請書 

       年度において次のとおり補助事業を実施したいので、補助金を交付 

  されるよう人権尊重都市たかまつ市民会議学校、家庭・地域連携人権学習支援 

補助助事業実施要綱第６条の規定により、関係書類を添えて申請します。 

 
 

１ 補助申請額 円（上限５万円） 
 

２ 事 業 名 

 

３ 事業の目的 

 

４ 添付書類      (１)  予算書（支出）及び事業実施計画書 

 ５ その他 

 

 

 



 

予 算 書 （支 出） 及 び 事 業 実 施 計 画 書 

 

 １ 予算書（支出の部） 

区      分 予 算 額         摘      要 

 円  

   

   

   

   

   

計 
  

 ※区分には、報償費、旅費、印刷費、消耗品費、通信・運搬費、使用料及び賃借料等 

  を記入すること。 

 

２ 事業実施計画書 

時 期 内    容 

  

 

担当者名  



 

様式第２号（第７条関係） 

 

年  月  日 

       様 

 

人権尊重都市たかまつ市民会議会長 

           

学校、家庭・地域連携人権学習支援補助金交付決定通知書 

 

      年  月  日付けで申請のあった人権尊重都市たかまつ市民会議学校、 

家庭・地域連携人権学習支援補助金の交付については、次のとおり決定したので、 

人権尊重都市たかまつ市民会議学校、家庭・地域連携人権学習支援補助事業実施 

要綱第７条の規定により通知します。 

 １ 交付年度       年度 
 

２ 事 業 名  

３ 補 助金の  

交 付 額 
円     

４ 交 付 条 件      

(１) この補助金は、人権尊重都市たかまつ市民会議学校、家 

庭・地域連携人権学習支援補助事業実施要綱に基づくもので、 

この目的以外に使用してはなりません。 

(２) 次の各号のいずれかに該当するときは、速やかに会長の 

承認又は指示を受けなければなりません。 

 ア 内容を変更するとき（会長が認める軽微な変更の場合を 

除く。）。 

 イ 中止し、又は廃止するとき。 

 ウ 予定の期限内に完了しないとき、又はその遂行が困難と 

なったとき。 

(３) 補助事業等が完了したときは、速やかに学校、家庭・地 

域連携人権学習支援補助金実績報告書、決算書等を提出して

ください。 

(４) 会長が必要があると認めるときは、事務局員に書類等の 

検査をさせ、又は補助事業の執行状況について実地検査をし 

ます。 

(５) 市民会議監事から要求があるときは、いつでも監査を受 

けなければなりません。 

(６) 人権尊重都市たかまつ市民会議学校、家庭・地域連携人 

権学習支援補助事業実施要綱の規定に違反した場合は、交付 

の決定を取り消し、補助金の返還を求めます。 

 



 

様式第３号（第８条関係） 

年  月  日  

 （宛先）人権尊重都市たかまつ市民会議会長 

 

      所 在 地             

      名   称             

                  代表者氏名           ○印  

 

学校、家庭・地域連携人権学習支援補助金実績報告書 

 

     年  月  日付けで補助金の交付決定を受けた補助事業について、次の

とおり人権尊重都市たかまつ市民会議学校、家庭・地域連携人権学習支援補助事業実

施要綱第８条の規定により、関係書類を添えて事業実施報告をします。 

 
１ 補 助 金 の 額 

円 

 

 
２ 事  業  名 

 

 
３ 交付決定年月日      年   月   日 

４ 添 付 書 類 
（１）決算書（支出） 

（２）事業実施報告書及び成果と課題 

５ そ  の  他 
 

 

 



 

決 算 書 （支 出） 

 

 １ 決算書（支出の部） 

区      分 決  算  書 摘      要 

 円  

   

   

   

   

   

   

計   

 ※区分には、報償費、旅費、印刷費、消耗品費、通信・運搬費、使用料及び賃借料等 

  を記入すること。 



 

 

事 業 実 施 報 告 書 及 び 成 果 と 課 題 

 

 １ 事業実施報告書 

時 期 内    容 

  

 ※事業実施の活動状況が分かる写真等も添付すること。 

 

 

２ 成果と課題 

 

 


